泌尿器科専門研修プログラム申請書Aの別紙5. 専攻医募集定員計算シートの注意点

A. 専門研修指導医数から算出される専攻医受入上限数
群全体の指導医数が25人であった場合、一人の指導医に2名までの研修が認められますので全体で50名まで受入可能です。泌尿器科の専門研修プログラムは全体で4年間であるため年間の専攻医募集上限数は12.5名となります。プログラム全体での受入上限数も12.5名となります。

B. 診療実績から算出される専攻医受入上限数
わかりやすいように専攻医を10名と仮定します。泌尿器科の研修プログラムは4年間ですが、経験すべき症例数も4年間の間で経験すればよいので1年間の診療群での実績数が専攻医数10名X必要症例数（手術数）以上あれば問題ありません。
診療実績には症例の経験、検査、一般的な手術、専門的な手術があります。
症例は一般的な症例なので別紙　施設群　診療実績の代表的な泌尿器科疾患数が20以上必要です。検査数に関しても同様で20以上必要です。
一般的な手術は50例が必要なため全体で500例必要です。
専門的な手術は30例が必要なため全体で300例必要です。

この方式から逆算しそれぞれの実績から専攻医数を求めてください。一番少ない専攻医数をプログラム全体の受入上限数としてください。
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【参考】はこれまでの専攻医受入数あるいは専門医試験合格者数からだいたいの目安の数が算出されます。
この下にD. 地域医療への配慮に伴う専攻医受入数の調整の欄があります。かりに地方の大学で3年間の専攻医受入数が0-1名であったが今後それ以上の専攻医の受入が期待できる場合には「地域の医療機関であるため過去の受入数では少ない人数であったが診療実績や専門研修指導医数から考えてもっと多い受入が十分可能であるため5名と設定した。」等の文章を記載していただければ結構です。

最終的に「当プログラムとして新規募集する専攻医の希望数」を記載するわけですが、専門医機構としては新専門医制度を導入することにより都会に専攻医が集中するのを非常に危惧しており、現在の専攻医のバランスが大きく変わらないことを望んでいます。また泌尿器科の専攻医は年間約200名ですが、各プログラムが専門研修指導医や症例実績がたくさんあるからと言って過去の専攻医受入数の何倍もの人数を希望数として書いてしまうと泌尿器科全体でとんでもない数の専攻医募集を行うことになってしまいます。
各プログラム作成の先生におかれましてはできるだけ多くの専攻医を希望されたい気持ちは重々理解できますが、あまりにも現実から離れた希望数を書くことは避けていただきたく存じます。また逆に地域の医療機関でここ数年はほとんど専攻医の受入はなかったが医療資源的には十分な研修が可能である場合には実情に見合った希望数を記載されるのがよろしいかと存じます。
